
様式１

（公益・特別法人用）

【対象決算年度：令和３年度】
１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年

実施年月 実施年月

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は令和３年度当初現在

経営計画等の策定状況

うち県職員

情報公開の取組状況

うち県職員

うち県職員

監査等結果

＊次表は令和３年度の状況で、（　）内は令和２年度 （単位：千円、％）

団体の課題等

〔団体記載欄〕 〔県記載欄〕

公益事業比率 90.3 (89.5) 2.4 (2.3)

経常比率 100.1 (100.1) 122.0 (117.2)

人件費比率 40.9 (43.2) 86.9 (84.4)

管理費比率 9.7 (10.5) 97.4 (97.4)

△ 1.1 (△3.5) 0.0 (0.0)

60.5 (62.3)

団 体 名

(所在地）
一般社団法人長野県農業会議
（長野市大字南長野北石堂町1177番地3JA長野県ビル内）

代表者 望月　雄内 改革基本方針 事業の効率化

設立根拠 農業委員会等に関する法律 昭和２９年 県所管部局(課) 農政部（農業政策課）

設立の沿革 設立目的（寄付行為・定款上） 改革基本方針 実　　施　　状　　況

　前身は、昭和２６年に行政委員会と

しての長野県農業委員会として設立さ

れた。

　その後、昭和２９年の農業委員会等

に関する法律の一部改正により、昭和

２９年８月２７日に長野県知事の認可

法人として長野県農業会議となった。

　さらに、平成２７年の農業委員会等

に関する法律の一部改正により、平成

２８年３月２４日に長野県知事から

「農業委員会ネットワーク機構」とし

て指定を受け、平成２８年４月１日に

一般社団法人に組織変更した。

　農業会議は、農業委員会の連絡調整、農業委員会等に対する講習及び研修その他の農業委員会に

対する支援、農地に関する情報の収集、整理及び提供、農業の担い手・就農支援、農業一般に関す

る調査及び情報の提供、農地法その他の法令により行うものとされている業務等を行うことによっ

て、農業委員会の事務の効率的かつ効果的な実施及び農業生産力の増進並びに農業経営の合理化を

図り、農業の健全な発展に寄与することを目的とする。
平成16年6月

平成20年1月

平成25年2月

改革基本方針の策定

　「（財）長野県農業開発公社と事務局統合。

制度的な制約を解消した段階で（財）長野県農

業開発公社と統合」

改革基本方針の改訂

　「現在の体制で事業の効率化を図る。」

改革基本方針の改訂

　「事業の効率化」

平成15年11月

平成16年5月

平成16年7月

平成19年4月

平成23年4月

全国規制改革要望において法律改正を要望

（財）長野県農業開発公社と事務局統合

関東農政局に対して制度改正を要請

農地・担い手業務の効率的な事業推進を図るた

め、長野県農業会議、（財）長野県農業開発公

社及び（社）長野県農業担い手育成基金の事務

所のワンフロアー化を実施

常勤職員を１名減員し、管理費の削減を図って

いる。

具体的な事業内容

・農業委員会の体制整備に向けた支援活動（巡回相談等）

・農業委員会の農地利用最適化推進活動の定着化に向けた支援活動（研修事業等）

・農地法等法令に基づく審議

・担い手・経営対策の推進（農の雇用事業の推進等）

・農業者年金の普及及び業務指導

事業執行状況を示す主な指標

・農地法関係審議件数（件）　　　　　　　 R1:126  R2:132  R3:157

・農業委員会への巡回指導（延市町村数） 　R1:202  R2:130  R3:94

・農業委員会の議事録作成・公表市町村　　R3目標77→R3実績77

・農業委員会の活動計画の作成・点検・評価実施市町村  R3目標77→R3実績77

・複数の女性農業委員選出市町村数　　　　R3目標59→R3実績58

・農地台帳等の公表市町村数　　　　　　　R3目標77→R3実績77

・担い手への農地利用集積率(％)　　　　　 R3目標51→R3集計中

・農業法人数（法人）　　　　　　　　　　R3目標  1,080→R3実績 1,029
・農の雇用事業等の研修生採択数　　　　　R1:91  R2:92  R3:104

・農業者年金の新規加入者数　　　　　　　R3目標117人→R3実績116人

基本財産

（円）

うち県の

出捐額

（円）

県出捐

率

（％）

0.0%

主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）

役

　

職

　

員

　

数

年　　　　度 H30 H31(R1) R2 R3

役　員　数

常　　　勤 1 1 1 1
事業の効率かつ適正な推進を図るため、毎年度、事業計画等を定めている。

0 0 0 0

非　常　勤 10 12 12 12

0 0 0 0 情報公開要綱に基づき県条例に準じて公開（H14.4.1～）

インターネット・ホームページを開設し、事業内容を公表

職　員　数

常　　　勤 10 10 10 10

1 1 1 1

非　常　勤 5 5 5 5

常勤職員計 11 11 11 11

　平成29年10月17日に財政的支援団体等の監査を受けた結果、指摘事項等はありませんでした。

非常勤職員計 15 17 17 17

県職員計（非常勤役員除く） 1 1 1 1

収

益

等

状

況

経常収益 (A) 122,682 (124,103)

県

費

受

入

状

況

補助金 74,280 (77,332)

経常費用 (B) 122,557 (123,971) 事業費 17,534 (16,141)

(0)

経常損益 (A)-(B) 125 (132) 運営費 56,746 (61,191)

当期損益 125 (132)

事業支出伸び率

交付金 0

0
借入金依存率

固定長期適合率

(0)

人件費関係費用(再掲） 56,746

【課題】

①農地利用の最適化に取り組む活動体制の整備・強化

②「人・農地プラン」の推進とプランの実現に向けた取り組み

③DXの推進に対応した農地情報公開システムの利用促進

④担い手の育成・確保に向けた取り組み

⑤農業者年金制度の普及と新規加入者の掘り起こし

⑥農業者等に対する情報提供活動の強化と活動の見える化

【今後の取り組み方向】

①農業委員会の意欲的な目標の実現に向けた伴走的支援と相談

体制の充実強化

②「地域農業を考え、農地等の利用の最適化を進める長野県運

動」の展開

③農地情報公開システムのデータの最新化と利用促進に向けた

個別支援の強化

④農の雇用事業等の活用推進

⑤改正農業者年金基金法の周知と「加入者累計15万人早期達成

に向けた加入推進強化運動」の展開

⑥広報誌の発行、農業会議ホームページの内容充実等情報発信

体制の強化

出捐金 0 (0)

(0)

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

　類似の民間団体はない。

財

務

・

資

産

関

係

指

標

正味財産比率 負担金 0

損失補償年度末残高
補助金等比率

農業委員会の最も重要な事務である農地等の利用の最適化の推
進に向けて、農業委員会に対する支援を強化する必要がある。ま
た、令和４年５月に成立した改正農業経営基盤強化推進法等によ
り、市町村を核とした地域計画の作成及び実現に向けた農業委員
会の役割が明記され、その活動強化を支援する農業会議の役割が
一層重要となっている。

農地中間管理機構及び農業委員会と連携し、農業・農地政策上の
課題である担い手の育成・確保や農地集積の推進に取り組む必要
がある。

（財）長野県農業開発公社及び（社）長野県農業担い手育成基金と
連携し、効率的かつ効果的な事業運営を進める必要がある。

流動比率 委託料 0 (0)

固定比率 貸付金 0

(0)

(61,191)

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート



様式２

①　正味財産増減計算書 （単位：千円）

平成31年（令和元年）度 令和２年度 令和３年度

経常増減の部
経常収益 (A) 128,547 124,103 122,682

うち基本財産運用益 0 0

うち受取会費 19,694 19,358 19,023

うち事業収益 27,395 27,376 29,334

うち受取補助金等 81,410 77,332 74,280

うち受取国庫補助金 0 0 0

うち受取県補助金 81,410 77,332 74,280

うち受取市町村補助金 0 0 0

経常費用 (B) 128,520 123,971 122,557

うち事業費 114,625 110,947 110,637

うち公益事業費 114,625 110,947 110,637

うち給料手当 52,440 53,478 50,045

うち管理費 13,895 13,025 11,920

うち役員報酬 21 60 27

うち給料手当 0 0 0

経常増減（損益）額 (C)=(A)-(B) 27 132 125

経常外増減の部
経常外収益 (D)

経常外費用 (E)

経常外増減額 (F)=(D)-(E) 0 0 0

一般正味財産増減（当期損益）額 (G)=(C)+(F) 27 132 125

一般正味財産期首残高 (H) 1,953 1,980 2,112

一般正味財産期末残高 (I)=(G)+(H) 1,980 2,112 2,237

受取補助金等
うち受取国庫補助金

うち受取地方公共団体補助金

当期指定正味財産増減額 (J) 0 0 0

指定正味財産期首残高 (K) 0 0

指定正味財産期末残高 (L)=(J)+(K) 0 0 0

当期正味財産増減額 (M)=(G)+(J) 27 132 125

正味財産期首残高 (N) 1,953 1,980 2,112

正味財産期末残高 (O)=(M)+(N) 1,980 2,112 2,237

②　貸借対照表
平成31年（令和元年）度 令和２年度 令和３年度

流動資産 14,660 14,323 12,363

うち現金預金 56 7,509 5,750

固定資産 92,463 77,401 81,901

基本財産
うち土地

うち投資有価証券

特定財産 92,463 77,401 81,901

うち退職給与引当資産 92,463 77,401 81,901

うち減価償却引当資産

その他の固定資産
資産合計 107,123 91,724 94,264

流動負債 12,690 12,221 10,136

うち短期借入金 0 0 0

うち未払金 12,649 12,101 10,135

固定負債 92,453 77,391 81,891

うち長期借入金

うち退職給与引当金 92,453 77,391 81,891

負債合計 105,143 89,612 92,027

指定正味財産
うち基本財産への充当額

うち特定資産への充当額

一般正味財産 1,980 2,112 2,237

うち基本財産への充当額

うち特定資産への充当額 10 10 10

正味財産合計 1,980 2,112 2,237

負債及び正味財産合計 107,123 91,724 94,264

正
味
財
産

【財務の状況】（公益・特別法人用） 団体名：一般社団法人長野県農業会議
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